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税務規定調和法における自己開示制度(VDP)の導
入について実施規定となる財務大臣規程No.196/
PMK.03/2021(PMK-196) が2021年12月23日に公
布された。PMK-196は以下に記載するVDP Iおよび
VDP IIの申請手続きにかかるガイダンスとなって
いる。なお、税務規程調和法におけるVDP Iおよび
VDP IIの詳細はTNF December 2021を参照のこと。

VDPの申請
VDP IおよびVDP IIの申請にあたり、2022年1月1
日から同年6月30日の間に国税総局のオンラインサ
イト（djponline.pajak.go.id）を通じて資産開示申請
書（SPPH）を提出する。納税者は以下の場合、こ
の期間に申告書の修正、あるいは取消しができる。
•	誤計算や誤記載のため提出済みの申告書を修正
•	開示した純資産（資産マイナス負債）の追加また

は削除
•	税率の修正またはその他
納税者は一度提出したSPPHを取消すことができる
が、一度取消したら再提出はできない。
PMK-196によると、納税者は過去の所得税申告書
に記載しなかった資産を自主的に開示することが
できる。これらの純資産は課税所得として最終分離
課税の対象となる。この最終分離課税の算出におい
て、VDP I では個人納税者は追加資産の価値の 50
％、法人納税者は 75%までが負債の価値として認
められ、VDP IIでは負債の全額を資産と相殺するこ
とができる。 
VDPの申請後、国税総局は通知書を発行する。しか
しながら、VDPの数値に誤りがあることが判明した
場合、この申請は修正あるいは取消される。

海外資産の本国送還と再投資
インドネシア国内へ送還された海外資産は最低5年
間インドネシアで保有される必要がある。適格投資
にあたり、国内資産および国内へ送還された海外資
産は以下のセクターへ投資し最低5年間保有されな
ければならない。

自己開示制度/Tax Amnesty―手続きと国内への再投資
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•	天然資源、再生可能エネルギーへの投資の場合、
以下の形態で保有されること。
–– 新規事業の設立
–– 既存事業の新規株式公開または新株予約権への
参加

•	国債の場合、通知書（“Surat Keterangan”）を提
示しながらプライマリーマーケットにおいてプラ
イマリーディーラーを経由して私募により購入し
なければならない。加えて、以下の条件を満たす
必要がある。

VDPにおいて
開示された資

産の種類
資産の通貨

国債の購入

ルピア 米ドル

国内資産
ルピア はい  いいえ
外国通貨 はい はい

国内へ送還さ
れた海外資産

ルピア はい  いいえ

外国通貨 はい はい

保有している期間、全資産が投資されてから2年以
降、あるいは資産の一部が投資されている場合は
2023年9月30日以降に別の形態の投資に変更するこ
とができる。この変更は2回までとし、1年につき1
回変更できる。

実績報告
前回のタックスアムネスティ同様に、海外資産の本
国送還あるいは適格投資を確約した納税者は年度末
に実績を報告する。

本国送還または適格投資の未実現
海外資産の本国送還または特定のセクターへの投資
を実行できなかった場合、資産は所得とみなされ最
終分離課税の対象となる。

https://home.kpmg/id/en/home/insights/2021/12/id-tnf-dec-2021-voluntary-disclosure-program.html
http://djponline.pajak.go.id
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自己開示制度は納税者にとって未申告の資産と負債があるかどうか改めて確認する良い機会である。自
動的情報交換制度の開始に伴い、国税総局は海外の税務局からインドネシアに居住する納税者の財務情
報を得ることができるため留意されたい。

ここで記載している事項に関し、KPMG監査クライアントおよびその関連会社へのサービス提供は一部認め
られていない。


